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   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、奈良県広域水道企業団（以下「企業団」という。）が行

う水道事業の給水についての料金、給水装置工事の費用負担その他の供給条

件及び給水の適正を保持するために必要な事項並びに水道用水供給事業の水

道用水の供給（以下「用水供給」という。）についての料金その他の供給条

件等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「給水装置」とは、需要者に水を供給するために企

業長の施設した配水管から分岐して設けられた給水管及びこれに直結する給

水用具をいう。 

   第２章 水道事業 

    第１節 給水装置の工事及び費用 

 （給水装置の種類） 

第３条 給水装置は、次の３種とする。 

 (1) 専用給水装置 １戸又は１箇所で専用するもの 

 (2) 共用給水装置 ２戸又は２箇所以上で共用するもの 



 (3) 私設消火栓 消防又は消防の演習用に使用するもの 

 （給水装置工事の申込み） 

第４条 給水装置の新設、改造、修繕（水道法（昭和３２年法律第１７７号。

以下「法」という。）第１６条の２第３項ただし書の国土交通省令で定める

給水装置の軽微な変更を除く。）又は撤去の工事（以下「給水装置工事」と

いう。）を行おうとする者は、企業長の定めるところにより、あらかじめ企

業長に申し込み、その承認を受けなければならない。 

 （給水装置工事の費用の負担） 

第５条 給水装置工事に要する費用は、前条の規定により給水装置工事を申し

込んだ者（以下「工事申込者」という。）の負担とする。ただし、企業長が

特に必要があると認めるものについては、企業団の負担とすることができる。 

 （給水装置工事の施行） 

第６条 給水装置工事は、企業長が法第１６条の２第１項の指定をした者（以

下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行するものとする。ただし、

企業長がやむを得ないと認める事由があるときは、企業長が施行することが

できる。 

２ 指定給水装置工事事業者は、前項本文の規定により給水装置工事を施行す

る場合は、あらかじめその設計について企業長の設計審査（材料の確認を含

む。）を受け、かつ、工事竣工後に企業長の工事検査を受けなければならな

い。 

３ 第１項の規定により給水装置工事を施行する場合において、企業長は、当

該給水装置工事に関する利害関係人の同意書その他の書面の提出を求めるこ

とができる。 

 （給水管及び給水用具の指定等） 

第７条 給水装置の構造及び材質は、水道法施行令（昭和３２年政令第３３６

号。以下「施行令」という。）第６条に規定する給水装置の構造及び材質の

基準に適合していなければならない。 

２ 企業長は、災害等による給水装置の損傷を防止するとともに、給水装置の

損傷の復旧を迅速かつ適切に行うことができるようにするため必要があると

認めるときは、配水管への取付口からメーターまでの間の給水装置に用いよ

うとする給水管及び給水用具について、その構造及び材質を指定することが

できる。 

３ 企業長は、指定給水装置工事事業者に対し、配水管に給水管を取り付ける

工事及び当該取付口からメーターまでの工事に関する工法、工期その他の工

事上の条件を指示することができる。 



４ 第２項の規定による指定の権限は、法第１６条の規定に基づく給水契約の

申込みの拒否又は給水の停止のために認められたものと解釈してはならない。 

 （工事費の算出方法） 

第８条 第６条第１項ただし書の規定により企業長が施行する給水装置工事に

要する費用（以下「工事費」という。）は、次に掲げる費用の合計額に１０

０分の１１０を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、当該

端数を切り捨てた額）とする。 

 (1) 材料費 

 (2) 運搬費 

 (3) 労力費 

 (4) 道路復旧費 

 (5) 工事監督費 

 (6) 間接経費 

２ 前項各号に掲げるもののほか、特別の費用を必要とするときは、その費用

に１００分の１１０を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、

当該端数を切り捨てた額）を加算する。 

３ 前２項に規定する工事費の算出に関し必要な事項は、企業長が別に定める。 

 （工事費の納入） 

第９条 工事費は、企業長が別に定める期限までに工事申込者が納入しなけれ

ばならない。 

 （給水装置の所有権移転の時期等） 

第１０条 第６条第１項ただし書の規定により企業長が給水装置工事を施行し

た場合における当該給水装置の所有権の移転の時期は、当該給水装置工事の

工事費が完納になった時とし、当該給水装置の管理は、工事費が完納になる

までの間においても工事申込者の責任とする。 

 （工事費が未納の場合の措置） 

第１１条 工事申込者が工事費を第９条の期限までに納入しないときは、企業

長は、当該給水装置を撤去することができる。 

２ 企業長は、前項の規定により給水装置を撤去した場合において生じた損害

については、賠償の責めを負わない。 

 （附帯工事の施行） 

第１２条 第６条第１項ただし書の規定により企業長が施行する給水装置工事

のため、建造物等の復旧を要する場合は、工事申込者において当該復旧に要

する工事を施行するものとする。 

 （給水装置工事の申込みを承認しない場合） 



第１３条 企業長は、配水管の施設がない場所である場合その他やむを得ない

場合においては、第４条の規定による申込みを承認しないことができる。た

だし、工事申込者が当該申込みに係る給水装置工事の工事費のほか、所要の

費用を負担するときは、この限りでない。 

２ 前項の所要の費用は、第８条に規定する工事費の算出の方法に準じて算定

した当該給水装置に必要な配水管の工事に要する費用とする。 

 （給水装置の変更の工事） 

第１４条 企業長は、配水管の移転その他特別の理由によって給水装置に変更

を加える工事を必要とするときは、当該給水装置の所有者の同意がない場合

であっても、当該工事を施行することができる。 

２ 前項の工事に要した費用は、その必要を生じさせた者の負担とする。ただ

し、企業長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

    第２節 給水 

 （給水の原則） 

第１５条 給水は、非常災害、水道施設の損傷その他のやむを得ない事情があ

る場合又は法令若しくはこの条例の規定による場合を除き、制限し、又は停

止しないものとする。 

２ 給水を制限し、又は停止しようとするときは、その区域及び日時を定めて、

その都度、これらを予告する。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限り

でない。 

３ 給水を制限し、又は停止したため損害が生ずることがあっても、企業団は

その賠償の責めを負わない。 

 （給水契約の申込み） 

第１６条 水道を使用しようとする者は、企業長の定めるところにより、あら

かじめ企業長に申し込み、その承認を受けなければならない。 

 （代表者の選定） 

第１７条 企業長は、水道の使用等に関する事項を処理させるため、次の各号

のいずれかに該当する者に代表者の選定を求めることができる。 

 (1) 給水装置を共有する者 

 (2) 給水装置を共同で使用する者 

 (3) 前２号に掲げる者のほか、企業長が必要と認めた者 

２ 企業長は、前項の規定により選定された代表者を不適当と認めたときは、

代表者を変更させることができる。 

 （メーターの設置） 

第１８条 給水量は、メーターにより計量する。ただし、企業長が必要がない



と認めるときは、この限りでない。 

２ メーターは、給水装置に設置し、その位置は、企業長が定める。 

 （メーターの貸与） 

第１９条 メーターは、企業長が設置して、水道の使用者又は代表者若しくは

給水装置の所有者（以下「水道使用者等」という。）に貸与し、保管させる。 

２ 前項の規定による保管を行う者は、善良な管理者の注意をもってメーター

を管理しなければならない。 

３ 第１項の規定による保管を行う者は、前項の規定による管理義務を怠った

ことにより、メーターを亡失し、又は毀損した場合は、その損害額を弁償し

なければならない。 

 （水道の使用中止等の届出） 

第２０条 水道使用者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじ

め企業長に届け出なければならない。 

 (1) 水道の使用をやめるとき。 

 (2) 用途を変更し、又は複数の用途で使用しようとするとき。 

 (3) 給水装置の種別を変更するとき。 

 (4) メーターの口径を変更するとき。 

 (5) 共用給水装置を使用する戸数を変更するとき。 

 (6) 消防の演習用に私設消火栓を使用するとき。 

２ 水道使用者等は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに企業長

に届け出なければならない。 

 (1) 水道使用者等の氏名又は住所に変更があったとき。 

 (2) 消防用として水道を使用したとき。 

 （私設消火栓の使用） 

第２１条 私設消火栓は、消防又は消防の演習用に使用する場合のほかは、使

用してはならない。 

 （水道使用者等の管理上の責任） 

第２２条 水道使用者等は、善良な管理者の注意をもって、水が汚染し、又は

漏水しないよう、及び水の正常な計量に対し支障がないよう給水装置を管理

し、異状があるときは、直ちに企業長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出を要する場合において、修繕を必要とするときは、

その修繕に要する費用は、水道使用者等の負担とする。ただし、企業長が特

に必要があると認めるものについては、企業団の負担とすることができる。 

３ 第１項の規定による管理義務を怠ったため生じた損害については、水道使

用者等が、その損害額を弁償しなければならない。 



 （給水装置及び水質の検査） 

第２３条 企業長は、給水装置又は供給する水の水質について、水道使用者等

から請求があったときは、検査を行い、その結果を当該請求をした者に通知

するものとする。 

２ 前項の検査において特別の費用を要したときは、その実費額を徴収する。

ただし、企業長が特に認める場合は、この限りでない。 

    第３節 貯水槽水道 

 （貯水槽水道についての指導等） 

第２４条 企業長は、貯水槽水道（法第１４条第２項第５号に規定する貯水槽

水道をいう。以下同じ。）の管理に関し必要があると認めるときは、貯水槽

水道の設置者に対し、指導、助言又は勧告を行うことができる。 

２ 企業長は、貯水槽水道の利用者に対し、貯水槽水道の管理等に関する情報

の提供を行うものとする。 

 （貯水槽水道の設置者の責務） 

第２５条 貯水槽水道のうち簡易専用水道（法第３条第７項に規定する簡易専

用水道をいう。以下同じ。）の設置者は、法第３４条の２に定めるところに

より、その水道を管理し、及びその管理の状況に関する検査を受けなければ

ならない。 

２ 簡易専用水道以外の貯水槽水道の設置者は、別に定めるところにより、当

該貯水槽水道を管理し、及びその管理について検査を受けるよう努めなけれ

ばならない。 

    第４節 水道料金、加入金及び手数料 

 （水道料金の支払義務） 

第２６条 水道の使用に係る料金（以下「水道料金」という。）は、水道の使

用者から徴収する。 

２ 共用給水装置によって水道を使用する者は、水道料金の納入について、連

帯債務者とする。 

３ 第２０条第１項の規定による水道の使用をやめる旨の届出がないときは、

水道を使用しない場合でも、水道料金を徴収する。 

 （水道料金の額） 

第２７条 水道料金の額は、別表第１に定める額に１００分の１１０を乗じて

得た額（その額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）

とする。 

 （水道料金の算定） 

第２８条 水道料金は、隔月の定例日（水道料金の算定の基準日として、あら



かじめ企業長が定めた日をいう。次項において同じ。）に、メーターによる

計量を行い、その日の属する月分及び前月分として算定する。この場合にお

いて、使用水量は、各月均等とみなし、１立方メートル未満の端数がある場

合は、当該端数を計量を行った日の属する月の前月分に加算する。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由があるときは、定例日以外の

日に計量を行い、その日を定例日とみなして水道料金を算定することができ

る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、企業長が必要と認めるときは、毎月あらかじ

め定めた日にメーターによる計量を行い、その日の属する月分として水道料

金を算定することができる。 

４ 給水を中止し、又は給水装置を廃止したときは、その都度、使用水量を計

量し、水道料金を算定する。 

 （使用水量又は用途の認定） 

第２９条 企業長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用水量又はそ

の用途を認定する。 

 (1) メーターに異状があったとき。 

 (2) 使用水量が不明のとき。 

 (3) 共用給水装置により水道を使用するとき。 

 (4) 異なる用途で水道を使用するとき。 

 （水道料金の徴収方法） 

第３０条 水道料金は、納入通知書又は口座振替（自動払込みを含む。）の方

法により徴収する。ただし、企業長が必要と認めたときは、企業長が別に定

める方法により徴収することができる。 

２ 水道の使用をやめたとき、又は第３５条の規定により給水を停止されたと

きの水道料金は、その都度徴収する。 

３ 水道料金の納期限は、企業長が別に定める。 

 （加入金） 

第３１条 給水装置の新設及びメーターの口径の増加を行う場合は、その申込

みをした者から、企業長が定める時期に、加入金を徴収する。 

２ 給水装置の新設の申込みをした者から徴収する加入金の額は、当該新設の

申込みに係るメーターの口径に応じ別表第２に定める額に１００分の１１０

を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨

てた額）とする。 

３ メーターの口径の増加の申込みをした者から徴収する加入金の額は、当該

増加の申込みに係るメーターの口径に応じ別表第２に定める額と当該者が当



該申込みを行った際に使用していたメーターの口径に応じ同表に定める額と

の差額に１００分の１１０を乗じて得た額（その額に１円未満の端数がある

ときは、当該端数を切り捨てた額）とする。 

４ 既に徴収した加入金は、還付しない。ただし、企業長が特別の理由がある

と認めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 （手数料） 

第３２条 手数料の種類及び金額は、次の表のとおりとし、申請等をした者か

ら当該申請等の際に徴収する。ただし、企業長が特別の理由があると認める

ものについては、申請等の後に徴収することができる。 

種 類 金額（１件につき） 

指定給水装置工事事業者の指定又は指定の更新の

手数料 

１０，０００円 

第６条第２項の設計審査の手数料 ２，０００円 

第６条第２項の工事検査の手数料 ３，０００円 

第３４条第２項の規定による確認の手数料 １０，０００円 

２ 既に徴収した手数料は、還付しない。ただし、企業長が特別の理由がある

と認めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

    第５節 管理 

 （給水装置の検査等） 

第３３条 企業長は、水道の管理上必要があると認めるときは、給水装置を検

査し、水道使用者等に対し、適当な措置を指示することができる。 

２ 水道使用者等が前項の規定により指示した措置をしないときは、企業長が

代わってこれをすることができる。 

３ 前項の措置に要した費用は、水道使用者等の負担とする。 

 （給水装置の基準違反に対する措置） 

第３４条 企業長は、給水装置の構造及び材質が施行令第６条に規定する基準

に適合していないときは、給水契約の申込みを拒み、使用中の給水装置の構

造及び材質が同条に規定する基準に適合しなくなったときは、適合させるま

での間、給水を停止することができる。 

２ 企業長は、給水装置が企業長又は指定給水装置工事事業者の施行した給水

装置工事に係るものでないときは、給水契約の申込みを拒み、又は給水を停

止することができる。ただし、法第１６条の２第３項ただし書の国土交通省

令で定める給水装置の軽微な変更であるとき、又は当該給水装置の構造及び

材質が施行令第６条に規定する基準に適合していることを確認したときは、



この限りでない。 

 （給水の停止） 

第３５条 企業長は、次の各号のいずれかに該当するときは、水道の使用者に

対し、その事実の継続する間、給水を停止することができる。 

 (1) 水道の使用者が、工事費、第２２条第２項の修繕に要する費用、水道料

金、第３１条の加入金又は第３２条の手数料を指定された期限までに納入

しないとき。 

 (2) 水道の使用者が、正当な理由なく、第２８条の計量又は第３３条第１項

の検査を拒み、又は妨げたとき。 

 (3) 給水栓を、汚染のおそれのある器物又は施設と連絡して使用する場合に

おいて、警告を発しても、なおこれを改めないとき。 

 （給水装置の切離し） 

第３６条 企業長は、次の各号のいずれかに該当する場合で、水道の管理上必

要があると認めたときは、給水装置を切り離すことができる。 

 (1) 給水装置の所有者が６０日以上所在が不明で、かつ、給水装置が使用さ

れていないとき。 

 (2) 給水装置が使用中止の状態にあって、将来の使用の見込みがないと認め

たとき。 

 （過料） 

第３７条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処する。 

 (1) 第４条の承認を受けないで給水装置工事を施行した者 

 (2) 第６条第１項に規定する者以外の者で、給水装置工事を施行したもの 

 (3) 第６条第２項に規定する設計審査及び工事検査を受けないで給水装置工

事を施行した者 

 (4) 正当な理由なく、第１８条第２項の規定によるメーターの設置、第２８

条の計量、第３３条第１項の検査又は第３５条の規定による給水の停止を

拒み、又は妨げた者 

 (5) 第２２条第１項の規定による給水装置の管理義務を著しく怠った者 

 (6) 水道料金、第３１条の加入金又は第３２条の手数料の徴収を免れようと

して、詐欺その他不正の行為をした者 

 (7) 前各号に掲げるもののほか、この条例又はこの条例に基づく規程若しく

は指示に違反した者 

 （水道料金等の徴収を免れた者に対する過料） 

第３８条 詐欺その他不正の行為によって水道料金、第３１条の加入金又は第

３２条の手数料の徴収を免れた者は、その徴収を免れた金額の５倍に相当す



る金額（当該金額が５万円を超えないときは、５万円）以下の過料に処する。 

   第３章 水道用水供給事業 

 （用水供給の申込み及び承認） 

第３９条 用水供給を受けようとする市町村（以下「受水市町村」という。）

は、毎年度、年間（企業長が別に定める期間をいう。次項において同じ。）

の受水量を定めて企業長に申し込まなければならない。 

２ 企業長は、前項の規定による申込みを受けたときは、年間の受水量を決定

し、用水供給を承認する。 

 （工事の承認） 

第４０条 受水市町村は、用水供給を受けるための水道施設（以下「受水施設

」という。）について新設、増設、改良、維持、撤去等の工事を施行しよう

とするときは、あらかじめ企業長の承認を受けなければならない。 

 （受水施設の維持管理） 

第４１条 受水市町村は、適切に受水施設を管理し、受水施設に異状があると

認めるときは、直ちに企業長にその旨を通報するとともに、修繕その他の必

要な措置を講じなければならない。 

 （用水供給の原則） 

第４２条 用水供給は、非常災害、異常渇水、水道施設の損傷その他のやむを

得ない事情がある場合又は法令若しくはこの条例の規定による場合を除き、

制限し、又は停止しないものとする。 

２ 用水供給を制限し、又は停止しようとするときは、あらかじめ受水市町村

に通知する。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りでない。 

３ 用水供給を制限し、又は停止したため損害を生ずることがあっても、企業

団はその賠償の責めを負わない。 

 （適正使用の原則） 

第４３条 企業長は、用水供給の適正を図るため必要があると認めるときは、

受水市町村に対し、受水の方法の改善その他の必要な措置を指示することが

できる。 

 （受水量の測定） 

第４４条 受水量は、毎月あらかじめ企業長が定めた日に、量水器により測定

する。ただし、量水器の故障その他のやむを得ない事由により受水量を測定

することができないときは、企業長が受水量を認定する。 

 （用水供給料金の額） 

第４５条 用水供給に係る料金（以下「用水供給料金」という。）の額は、前

月の測定日からその月の測定日までの受水量（以下「月間受水量」という。



）に１立方メートル当たり１３６円を乗じて得た額に１００分の１１０を乗

じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた

額）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、前年の４月分からその年の３月分までの月間受

水量の合計水量（以下「年間受水量」という。）が第３９条第２項の規定に

より用水供給を承認された年間の受水量（以下「年間承認受水量」という。

）に達しないときは、３月分の用水供給料金の額は、３月分の月間受水量に

年間承認受水量と年間受水量との差の水量を加えて得た水量に１立方メート

ル当たり１３６円を乗じて得た額に１００分の１１０を乗じて得た額（その

額に１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）とする。 

３ ７月分から９月分までの月間受水量のうち最大のもの（以下「最大月間受

水量」という。）が年間承認受水量の１２０分の１４に相当する水量を超え

る場合における前項の規定の適用については、最大月間受水量の１４分の１

２０に相当する水量を年間承認受水量とみなす。ただし、受水市町村は、非

常災害、大規模な漏水事故その他のやむを得ない事情があった場合は、最大

月間受水量について企業長に協議することができる。 

 （用水供給料金の納期限） 

第４６条 受水市町村は、その月分の用水供給料金を翌月の末日（以下「納期

限」という。）までに納入しなければならない。 

 （延滞金） 

第４７条 企業長は、受水市町村が用水供給料金を納期限までに納入しなかっ

た場合は、納期限の翌日から納入の日までの期間の日数に応じ、当該用水供

給料金の額に年１０．７５パーセントの割合（うるう年は、平年と同様に扱

う。）を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、当該端数を

切り捨てた額）を延滞金として徴収する。ただし、延滞金の額が１０円未満

であるときは、この限りでない。 

２ 企業長は、受水市町村が用水供給料金を納期限までに納入しなかったこと

についてやむを得ない事由があると認めるときは、前項の延滞金を減額し、 

又は免除することができる。 

   第４章 雑則 

 （証明手数料） 

第４８条 水道事業及び用水供給事業に関する証明に係る手数料（以下「証明

手数料」という。）の額は、３００円とし、当該証明の申請をした者から当

該申請の際に徴収する。ただし、徴収することが適当でないと企業長が認め

る事務については、証明手数料を徴収しない。 



２ 既に徴収した証明手数料は、還付しない。 

 （水道料金、加入金、手数料等の減免） 

第４９条 企業長は、公益上の理由その他特別の理由があると認めたときは、

この条例によって納入しなければならない水道料金、加入金、手数料その他

の費用（用水供給料金を除く。）を減額し、又は免除することができる。 

 （委任） 

第５０条 この条例の施行に関し必要な事項は、企業長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （処分、申込み等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前に構成団体（奈良県広域水道企業団規約（令和６年１１

月１日総行市第１３０号）第２条に規定する構成団体をいう。以下同じ。）

において定められていた水道事業の給水についての料金、給水装置工事の費

用負担その他の供給条件及び給水の適正を保持するために必要な事項又は水

道用水供給事業の用水供給についての料金その他の供給条件等に関する条例

（以下「構成団体条例」という。）の規定により構成団体がした処分その他

の行為であって、この条例の規定に相当の規定があるものは、これらの規定

により企業長がした処分その他の行為とみなす。 

３ この条例の施行の際現に構成団体条例の規定により構成団体に対してされ

ている申込みその他の行為は、この条例の相当の規定により企業長に対して

された申込みその他の行為とみなす。 

４ この条例の施行前に構成団体条例の規定により構成団体の機関に対して届

出その他の手続をしなければならない事項で、この条例の施行の際現にその

手続がされていないものについては、この条例の相当の規定により企業長に

対して届出その他の手続をしなければならない事項で、その手続がされてい

ないものとみなして、これらの規定を適用する。 

 （水道料金に関する経過措置） 

５ 令和７年４月分から令和１２年３月分までの水道料金（構成団体条例の規

定に定めのあるメーターの口径に係るものに限る。）における第２７条の規

定の適用については、同条中「別表第１に定める額」とあるのは、「別表第

１に定める額（当該額が附則第２項に規定する構成団体条例の規定の例によ

り算定される額を超える場合にあっては、当該算定される額）」とする。 

 （大淀町域内の水道料金の額に関する特例） 

６ 大淀町域内の水道料金の額は、当分の間、第２７条及び前項の規定にかか



わらず、附則別表に定める額に１００分の１１０を乗じて得た額（その額に

１円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）とする。 

７ 前項の規定は、令和７年５月１日以後にメーターによる計量を行い算定す

る大淀町域内の水道料金について適用し、同日前に計量を行い算定する大淀

町域内の水道料金については、大淀町において定められていた水道料金に関

する条例の規定の例による。 

 （加入金に関する経過措置） 

８ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に構成団体条例の規定

により徴収すべきであった加入金については、企業長が別に定める日までの

間、なお構成団体条例の規定の例による。 

９ 施行日から令和１２年３月３１日までの間に給水装置の新設の申込み（構

成団体条例の規定に定めのあるメーターの口径に係るものに限る。）をした

者から徴収する加入金における第３１条第２項の規定の適用については、同

項中「別表第２に定める額」とあるのは、「別表第２に定める額（当該額が

附則第２項に規定する構成団体条例の規定の例により算定される額を超える

場合にあっては、当該算定される額）」とする。 

１０ 施行日から令和１２年３月末日までの間にメーターの口径の増加の申込

み（構成団体条例の規定に定めのあるメーターの口径に係るものに限る。）

をした者から徴収する加入金における第３１条第３項の規定の適用について

は、同項中「別表第２に定める額」及び「同表に定める額」とあるのは、「

別表第２に定める額（当該額が附則第２項に規定する構成団体条例の規定の

例により算定される額を超える場合にあっては、当該算定される額）」とす

る。 

 （分担金に関する経過措置） 

１１ 当分の間、企業長が別に定める給水区域において給水装置の新設を行う

場合は、その申込みをした者から分担金を徴収する。 

１２ 前項の分担金の徴収に関し必要な事項は、企業長が別に定める。 

 （手数料に関する経過措置） 

１３ 施行日前において構成団体条例の規定により徴収すべきであった手数料

については、なお構成団体条例の規定の例による。 

 （過料に関する経過措置） 

１４ この条例の施行前にした行為に対する過料に関する規定の適用について

は、なお構成団体条例の規定の例による。 

 （用水供給料金に関する経過措置） 

１５ 令和７年４月分の用水供給料金における第４５条第１項の規定の適用に



ついては、同項中「１３６円」とあるのは「１３６円（令和７年３月の測定

日から同月末日までの受水量については、１立方メートル当たり１３０円）

」とする。 



附則別表（附則第６項関係） 

 １ 基本料金 

メーターの口径 金額（１か月につき） 

一般用 浴場用 

１３ミリメートル ６００円 １４，６００円 

２０ミリメートル ７２０円 １４，７２０円 

２５ミリメートル １，８７２円 １５，８７２円 

３０ミリメートル ２，１６０円 １６，１６０円 

４０ミリメートル ４，３２０円 １８，３２０円 

５０ミリメートル ７，３２０円 ２１，３２０円 

７５ミリメートル １６，３２０円 ３０，３２０円 

 ２ 従量料金 

メーターの

口径 

使用水量 単価（１立方メートル

につき） 

一般用 浴場用 

１３ミリメ

ートルから

２５ミリメ

ートルまで 

５立方メートルを超え２０立方メ

ートルまで 

１００円 徴収しな

い 

２０立方メートルを超え５０立方

メートルまで 

１２５円 徴収しな

い 

５０立方メートルを超え１００立

方メートルまで 

１４５円 徴収しな

い 

１００立方メートルを超え５００

立方メートルまで 

１６５円 ５２円 

５００立方メートルを超え１，０

００立方メートルまで 

１８５円 ５２円 

１，０００立方メートルを超える

もの 

２０５円 ５２円 

３０ミリメ

ートルから

７５ミリメ

ートルまで 

２０立方メートルまで １００円 徴収しな

い 

２０立方メートルを超え５０立方

メートルまで 

１２５円 徴収しな

い 

５０立方メートルを超え１００立

方メートルまで 

１４５円 徴収しな

い 

１００立方メートルを超え５００ １６５円 ５２円 



 立方メートルまで   

５００立方メートルを超え１，０

００立方メートルまで 

１８５円 ５２円 

１，０００立方メートルを超える

もの 

２０５円 ５２円 

 備考 

 １ 水道料金は、この表の基本料金と従量料金の合計とする。 

 ２ 「一般用」とは、浴場用以外に使用するものをいう。 

 ３ 「浴場用」とは、公衆浴場法（昭和２３年法律１３９号）第１条第１項

に規定する公衆浴場であって物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）

第４条の規定に基づき入浴料金が定められている浴場又は住民の保健衛

生の向上及び生活環境の改善等を図るために大淀町の条例に基づき設置

される浴場に使用するものをいう。 



別表第１（第２７条関係） 

 １ 基本料金 

メーターの口径 金額（１か月につき） 

一般用 浴場用 

１３ミリメートル ３９０円 ２７０円 

２０ミリメートル ８７０円 ３７０円 

２５ミリメートル １，４４０円 ４２０円 

３０ミリメートル ２，１７０円 ６００円 

４０ミリメートル ３，９２０円 ６００円 

５０ミリメートル ６，８３０円 ６００円 

７５ミリメートル １５，５３０円 ６００円 

１００ミリメートル ２８，６９０円 ６００円 

１５０ミリメートル ６５，２８０円 ６００円 

２００ミリメートル １１８，２３０円 ６００円 

 ２ 従量料金 

使用水量 単価（１立方メートルにつき） 

一般用 浴場用 

１０立方メートルまで ８５円 ６０円 

１０立方メートルを超え２０立方メ

ートルまで 

１４７円 ６０円 

２０立方メートルを超え３０立方メ

ートルまで 

１８４円 ６０円 

３０立方メートルを超え５０立方メ

ートルまで 

２４２円 ６０円 

５０立方メートルを超え１００立方

メートルまで 

３００円 ６０円 

１００立方メートルを超え５００立

方メートルまで 

３５８円 ６０円 

５００立方メートルを超えるもの ４１６円 ６０円 

 備考 

  １ 水道料金は、この表の基本料金と従量料金の合計とする。 

  ２ 「一般用」とは、浴場用以外に使用するものをいう。 

  ３ 「浴場用」とは、公衆浴場法第１条第１項に規定する公衆浴場であっ

て物価統制令第４条の規定に基づき入浴料金が定められている浴場又は



住民の保健衛生の向上及び生活環境の改善等を図るために構成団体の条

例に基づき設置される浴場に使用するものをいう。 



別表第２（第３１条関係） 

メーターの口径 金額（１か所につき） 

１３ミリメートル １４６，０００円 

２０ミリメートル ２２２，０００円 

２５ミリメートル ３５５，０００円 

３０ミリメートル ５２７，０００円 

４０ミリメートル ９６９，０００円 

５０ミリメートル １，５５９，０００円 

７５ミリメートル ３，７３０，０００円 

１００ミリメートル ６，８１４，０００円 

１５０ミリメートル １５，９４４，０００円 

２００ミリメートル ２９，２９１，０００円 
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